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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 10,639,029 10,407,363 10,203,215 10,469,564 11,382,343 

経常利益 （千円） 755,010 295,596 516,264 637,782 849,471 

当期純利益 （千円） 417,139 86,580 259,795 283,135 415,918 

純資産額 （千円） 3,496,592 3,601,730 3,849,809 4,064,776 4,357,764 

総資産額 （千円） 6,548,927 5,994,188 6,324,030 7,168,029 7,512,092 

１株当たり純資産額 （円） 134.24 138.28 147.50 155.52 167.32 

１株当たり当期純利

益 
（円） 16.01 3.32 9.67 10.33 15.97 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 53.4 60.1 60.9 56.7 58.0 

自己資本利益率 （％） 12.7 2.4 7.0 7.2 9.9 

株価収益率 （倍） 11.9 62.3 29.9 31.3 15.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 21,296 167,455 1,034,930 1,201,032 265,895 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △228,196 365,751 16,592 △36,977 △1,279,814 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 298,079 △300,102 － △78,138 △104,681 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 333,870 566,974 1,618,497 2,704,414 1,585,814 

従業員数 （人） 640 652 651 605 606 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 10,257,381 10,181,079 10,052,662 10,327,243 11,309,050 

経常利益 （千円） 743,847 285,844 511,100 631,909 837,643 

当期純利益 （千円） 411,529 74,441 256,352 279,270 408,699 

資本金 （千円） 1,302,591 1,302,591 1,302,591 1,302,591 1,302,591 

発行済株式総数 （株） 26,051,832 26,051,832 26,051,832 26,051,832 26,051,832 

純資産額 （千円） 3,505,469 3,599,463 3,844,098 4,055,201 4,340,970 

総資産額 （千円） 6,465,997 5,963,446 6,303,241 6,902,698 7,478,653 

１株当たり純資産額 （円） 134.58 138.20 147.28 155.16 166.68 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間

配当額） 

（円） 

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

3.00 

(－) 

4.00 

(－) 

4.50 

(－) 

１株当たり当期純利

益 
（円） 15.80 2.86 9.54 10.18 15.69 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 54.2 60.4 61.0 58.7 58.0 

自己資本利益率 （％） 12.4 2.1 6.9 7.1 9.7 

株価収益率 （倍） 12.0 72.4 30.3 31.7 16.1 

配当性向 （％） － － 31.4 39.3 28.7 

従業員数 （人） 601 649 647 602 602 



２【沿革】 

(注）平成19年５月21日、本社事務所を東京都渋谷区に移転しました。また、同年６月28日、本店を東京都渋谷区に移

転しました。 

年月 概要 

昭和44年６月 受託穿孔業務を目的として、東京都板橋区大山金井町30番地に、資本金250万円で株式会社東京

ソフトウェアサービスを設立 

昭和45年２月 ソフトウェア受託開発業務に進出、官庁業務を中心に受注 

  本店を東京都中央区に移転 

昭和45年４月 ジャパンシステムサービス株式会社に商号変更 

昭和47年５月 制御システム分野に進出 

  ミニコンピュータを導入し、ユーザー支援センターを設置 

昭和47年８月 人工衛星軌道制御システムの開発を受注、科学計算分野に進出 

昭和50年５月 銀行オンライン化等の大型システムを受注、汎用機分野に進出 

昭和53年６月 ジャパンシステム株式会社に商号を変更 

昭和54年３月 本店を東京都豊島区に移転 

昭和54年11月 九州営業所（現 九州支店） 開設 

昭和55年11月 大阪営業所（現 関西支店） 開設 

昭和58年２月 パッケージソフトウェアの独自開発、販売を開始 

  （地方自治体向け財務会計システム「ＦＡＳＴ」、土木構造設計支援システム「ＩＳＤＳ」、病

院用の細菌検査システム「ＢＡＣＣＡＳ」等） 

昭和60年９月 本社事務所を東京都新宿区に移転、以下昭和60年度中に札幌営業所（現 北海道支店）、名古屋

営業所（現 東海支店）を開設し、全国展開を図る 

昭和60年11月 パブリックコンピューター開発株式会社（資本金400万円）を吸収合併 

昭和61年５月 ＬＡＮ、ＶＡＮなどニューメディアシステムの設計・生産に進出 

昭和63年10月 当社株式を東京店頭市場に公開 

昭和63年12月 通商産業大臣認定 システムインテグレータ資格取得 

平成４年２月 エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）当社に資本参加 

平成５年７月 本店を東京都目黒区に移転 

平成５年10月 エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）株式公開買い付け（ＴＯ

Ｂ）により当社株式を51.0％保有、親会社となる 

平成６年７月 本店を東京都世田谷区に移転 

  エレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）第三者割当増資により当

社株式を53.6％保有 

平成13年４月 子会社、ジェイ・エス・エンジニアリング株式会社（資本金3,000万円）を設立 

平成14年３月 全ての開発部門でＩＳＯ9001の認証取得完了 

平成14年６月 東京イーストサイドオフィス（東京都江東区） 開設 

  平成15年12月   全ての事業拠点でＩＳＯ14001の認証取得完了  

  平成16年11月   第一システム事業部東京事業所、大阪支店、その他関連部署 ＩＳＭＳ認証基準（Ｖｅｒ.2.0）

取得  

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、アメリカ合衆国テキサス州に本社を置く、エレクトロニック・データ・

システムズ・コーポレーション（ＥＤＳ）を親会社として、日本国内において当社、子会社１社で構成し、アプリケ

ーションソフトウェア及びパッケージソフトウェアの開発、製造、販売並びにコンピュータ機器等の販売などの営業

品目を提供する情報サービス事業を展開しております。 

 なお、事業の種類別セグメントは情報サービス単一でありますので、営業品目別に表示しております。 

（営業品目の内容） 

(1）アプリケーションソフトウェア開発 

 アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融業及び通信、製造業などの業務分野向けソフトウェア

の開発を主として行っております。 

(2）パッケージソフトウェア開発 

 パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政運営支援サービスのソフトウェアの開発を主とし

て行っております。 

(3）コンピュータ機器等販売 

 コンピュータ機器等販売は、主に自治体及び一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器やネッ

トワーク機器を中心としたハードウェアの販売を行っております。 

 なお、事業系統図によって示すと下記のようになります。 

子会社一覧表 

事業系統図 

会社名 出資比率（％） 主な業務内容 

ジェイ・エス・エンジニアリング株式会社 

（ＪＳＥ） 
100.0 ソフトウェアの製造及び運用管理 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

(2）連結子会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、嘱託、出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、嘱託、出向者及び臨時従業員は含めておりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は、結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 

（ＵＳ＄）
主要な事業内容 

議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

エレクトロニック・デ

ータ・システムズ・コ

ーポレーション 

米国テキサス州

プレイノ市 

千 

5,319 

コンピュータ及び

通信技術に関する

情報、サービスの

提供 

53.7 役員の兼任あり。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

ジェイ・エス・エンジ

ニアリング㈱ 
東京都渋谷区 30,950 

ソフトウェアの製

造及び運用管理 
100.0 

当社ソフトウェア開発

を外注委託している。 

役員の兼任１名、従業

員の役員就任３名 

  平成19年３月31日現在

事業の種類 従業員数（人） 

 情報サービス 606 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

602 34.6 10.9 5,766,323 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、不安定な原油価格の動向や米国経済の減速、個人消費の回復の遅れな

ど、懸念材料はありましたが、民間設備投資と輸出が牽引する形での拡大基調で推移いたしました。 

 情報サービス産業におきましては、需要拡大による技術者不足が顕著となっておりますが、企業業績の回復に伴

う設備投資の増加傾向を背景に堅調に推移しております。 

 このような状況のもと、当社グループは“ 顧客指向 ”“株主指向”“品質指向”“社員指向”を経営理念とし

て掲げ、以下のとおり業績の向上と安定化に努めてまいりました。 

① サービスの信頼性確保 

  お客さまに満足していただける高品質の製品、高付加価値のサービスの提供、さらにお客さまの事業成功の

一助となる新ソリューションの発掘に努めることはもとより、システム開発においてお客さまから全幅の信頼

を寄せていただけますよう、安心と安全を保障するセキュリティ環境の確保、強化に細心の注意を払うなど、

サービスの信頼性確保に鋭意努めてまいりました。 

② 企業価値の向上 

  サービスの質をより高めることを主眼に置いた技術者教育、内部統制システムおよび社内システムの充実、

さらにキャリアパス制度の見直しを図り、競争力の向上、業務の効率化推進と収益力の強化を通じて、企業価

値の向上に鋭意努めてまいりました。 

③ 営業力の強化 

  既存のお客さまへのサービスの高付加価値化を進め、永続的な発展を図ると同時に、営業力の充実と組織再

編による効率化により営業体制を強化し、新しいお客さまの獲得を推進してまいりました。 

 以上、営業体制の充実と効率化および高品質の製品、高付加価値のサービスの提供、緻密な要員計画と品質維持

対策などの取り組みを積極的に進めてまいりました結果、当連結会計年度の売上高は11,382百万円（前連結会計年

度比8.7％増）となり、経常利益は849百万円（前連結会計年度比33.2％増）となりました。また、当期純利益は

415百万円（前連結会計年度比46.9％増）となりました。 

 サービス品目別の業績は次のとおりです。 

 ① アプリケーションソフトウェア開発部門 

アプリケーションソフトウェア開発部門は、主に官公庁、金融業および通信、流通、製造業などの業務向

けソフトウェアの開発が中心であります。当連結会計年度におきましては、営業体制の充実と効率化を積極

的に推進し、また、10月から12月に集中した開発のピーク対策が緻密な要員計画と品質維持対策により順調

に推移したため、売上高は7,871百万円（前連結会計年度比18.8％増）となりました。 

 ② パッケージソフトウェア開発部門 

パッケージソフトウェア開発部門は、主に自治体を中心とする行政運営支援サービス（ＦＡＳＴ－Ｗｅｂ

版）のソフトウェアの開発が中心であります。当連結会計年度におきましては、アプリケーションソフトウ

ェア開発部門の開発ピークに対応するため、要員のシフトを図ったことにより売上高は1,390百万円（前連

結会計年度比2.2％減）にとどまりました。 

 ③ コンピュータ機器等販売部門 

コンピュータ機器等販売部門は、主に自治体および一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周

辺機器やネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当連結会計年度におきましては、新たに着

手したネットワーク設計・構築やセキュリティ診断・分析は順調に推移しているものの、従来の機器販売が

縮退していることにより当連結会計年度における売上高は、2,120百万円（前連結会計年度比12.4％減）に

とどまりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益731百万円

（前年同期比45.2%増）に加え未払金が増加した一方で、定期預金の預入及び法人税等の支払額の増加等の要因に

より前連結会計年度末に比べ1,118百万円の減少となりました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は1,585百

万円（前年同期比41.4%減）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は265百万円（前年同期比77.9%減）となりました。これは主に税金等調整前当期

純利益731百万円、未払金の増加157百万円、たな卸資産の減少142百万円、預り保証金の増加140百万円、本社移

転引当金の増加99百万円等による増加要因と法人税等の支払額489百万円、売上債権の増加487百万円、仕入債務

の減少113百万円等の減少要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,279百万円（前連結会計年度に使用した資金36百万円）となりました。これ

は主に有形固定資産の売却による収入55百万円を上回る定期預金の預入による支出1,000百万円、有形固定資産

の取得による支出240百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は104百万円（前年同期比34.0%増）となりました。これは主に配当金の支払によ

る支出104百万円等があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 ソフトウェア開発分野におきましては、ソフトウェアの受注生産を行っており、コンピュータ機器等の販売分野に

おきましてはネットワーク機器等の商品の仕入、販売を行っております。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績額は、製造原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）外注実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、製造過程において、ソフトウェア開発の一部を外注に依存

しております。 

 当連結会計年度の外注実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．外注実績額は、製造原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績は次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入原価で表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 6,570,771 119.0 

パッケージソフトウェア開発 821,565 87.5 

合計 7,392,336 114.4 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 2,496,125 96.9 

パッケージソフトウェア開発 151,479 128.4 

合計 2,647,605 98.3 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

コンピュータ機器等販売 2,329,738 86.1 

合計 2,329.738 86.1 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア

開発 
7,504,202 110.8 819,960 69.1 

パッケージソフトウェア開発 1,420,260 104.8 967,131 103.2 

コンピュータ機器等販売 3,446,574 137.5 1,731,775 427.1 

合計 12,371,037 116.3 3,518,868 139.1 



(5）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

アプリケーションソフトウェア開発 7,871,463 118.8 

パッケージソフトウェア開発 1,390,632 97.8 

コンピュータ機器等販売 2,120,248 87.6 

合計 11,382,343 108.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 3,027,314 28.9 3,239,794 28.5 

合計 3,027,314 28.9 3,239,794 28.5 



３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

 当社グループのを取り巻く現状といたしましては、企業の情報化投資は引き続き堅調に推移すると予想されます

が、情報サービス企業間の競争・差別化はより進行する傾向にあると推察されます。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 当社グループの当面の対処すべき課題といたしましては、企業改革を更に推進し、企業価値の向上に努めていく

必要があります。 

(3）対処方針 

 課題への取り組みを推し進めるため、親会社の日本における子会社であるＥＤＳジャパン有限会社とのコラボレ

ーション効果を発揮しながら以下の取り組みを進めております。 

① 経営手法・営業のプロセス・開発における競争力、それぞれの側面に応じた「プロセス変革」を図り競争力の

強化に努めてまいります。 

② 当社のシステム開発力・システム構築力とＥＤＳジャパン有限会社の持つアウトソーシングノウハウと卓越し

たプロダクト調達力、両社の持つ営業チャンネルを相乗的に活用した営業展開を図りながら競合他社との差別化

を進めてまいります。 

(4）具体的な取組状況等 

 既存のお客さまへのサービスレベルを維持し深耕を図りながら、新しいお客さまの獲得へ向けたより強固な営業

体制の確立、また、新技術への対応を迅速に推進するため、技術者育成計画の確立、さらにスピーディな経営判断

を下すため、内部情報システムの充実に努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在において当社グループ

が判断したものであります。 

(1）財政状態及び経営成績 

 当社グループのソフトウェアの開発業務は、お客さまの信頼性確保を最重要と考え、品質重視の商品開発を行っ

ておりますが、開発期間や要件の変更等の様々な要因によるコスト増に伴い当社グループの経営成績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

(2）特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度について 

 当社グループの主要顧客である、ＮＴＴグループ等とは長期契約を締結しておりません。今後も当該取引先との

安定的な取引が確保できるよう努めてまいりますが、ＮＴＴグループ等の経営状況や取引方針の変更によっては、

当社グループとの取引が減少する可能性があります。 

(3）特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度について 

 当社グループが展開しております情報サービス事業は、コンピュータやソフトウェア開発に関し常に進化し続け

る新技術を適用しており、将来の製品や技術に対し不確定な要素があります。 

(4）個人情報保護について 

 個人情報の取扱において、社内規程に基づき毎年、個人情報保護の研修を行っておりますが、コンピュータシス

テムのトラブルによる情報流出や犯罪行為などによる情報漏洩が発生する可能性があり、その場合、お客さまから

の社会的信用を失うなど、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 

(5）会社と役員又は議決権の過半数を実質的に所有している株主との間の重要な取引関係等について 

 親会社の日本における子会社であるＥＤＳジャパン有限会社からソフトウェアの開発業務を請負っております。

なお、これらの業務は一般的な取引内容であり、特定の利益になるような取引は行っておりません。又、当社の親

会社でありますエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーションは、当社の株式を13,973千株（議決権

比率53.7％）を保有しており、当社はＥＤＳグループから５名の取締役を受け入れております。 

 このような影響力を背景に、当社の親会社でありますエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーショ

ンは自らの利益にとって最善であるが、その他の株主の利益とはならないかもしれない行動をとる可能性がありま

す。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月29日）現在において当社グループが判断

したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表及び財務諸表の作成については、決算日現在における資産及び負債の数値報告並びに報告

期間の収入及び費用の数値報告に影響を与える見積り及び評価を継続して行っております。 

 なお、実際の結果は見積り特有の不確実性があることから、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、ソフトウェア開発価格の低迷や急速な需要拡大に伴う技術者不

足、開発環境におけるセキュリティ投資など厳しい経営環境のなか、競合他社との差別化を図り、マーケットの信

頼をより強固なものとし、事業の成長を進める施策として、①安定した品質確保のため「品質マネージメントシス

テム」の強化、②安全なセキュリティ環境の維持を目指した「情報セキュリティマネージメントシステム」の強

化、③自社製品「行政運営支援サービス（ＦＡＳＴ－Ｗｅｂ版）」の品質強化と製品ラインナップの充実に努めて

まいりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は11,382百万円（前年同期比8.7％増）、経常利益は849百万円（前年同期比

33.2％増）となりました。又、当期純利益は415百万円（前年同期比46.9％増）となりました。 

 なお、サービス品目別の業績は、第２[事業の状況]１[業績等の概要]（１）業績をご参照ください。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、新規顧客への営業展開及び価格低減・生産性向上の要

求などに応えていかなければ、軒並み業績の低下を招き、業績に影響を与える要因ともなり、特にＮＴＴグループ

との取引は当社グループの経営のベースであり重要不可欠なものであります。 

(4）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループといたしましては、上記の状況を踏まえて、厳しさを増す受注競争を勝ち抜き、持続的な利益創

出・拡大に向けて親会社の日本における子会社であるイーディーエス・ジャパン・エルエルシーとのコラボレーシ

ョンを図りながら、「事業基盤の強化」、「収益性の拡大」、「成長性の確保」へ向けて取り組んでまいります。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より935百万円少ない265

百万円の資金を得ております。これは税金等調整前当期純利益731百万円確保したことに加えて、主な収入として

は、未払金の増加による157百万円、たな卸資産の減少による142百万円、預り保証金の増加による140百万円、ま

た、本社移転引当金の増加による99百万円等がありましたが、支出として法人税等の支払による489百万円、売上

債権の増加による487百万円、また、仕入債務の減少による113百万円等があったことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より1,242百万円減少し1,279百万円の資金を使用いたし

ました。これは、主に有形固定資産の売却による収入55百万円を上回る定期預金の預入による支出として1,000百

万円、また、有形固定資産の取得による支出として240百万円等があったことによるものであります 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度より26百万円減少し104百万円の資金を使用いたしまし

た。これは主に配当金の支払による支出として104百万円等があったことによるものです。 

 なお、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より1,118百万円少ない

1,585百万円の資金残高となりました。 



(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。ここ数年の情報サービス産業におけるビジネス環境の変化に鑑みますと、当社グループを取り巻く事業環

境は、さらに厳しさを増すことが予想されますが、常にお客さまを第一に考え、お客さまの発展に寄与し、お客さ

まに満足していただける高い品質の製品・サービスを提供し続けることを目標としております。これによりお客さ

まの信頼を得ることが、着実な持続的成長が可能な基盤づくりとなり、株主の皆様の利益につながるものと確信し

ております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は240百万円であります。 

 主な投資といたしましては、賃貸用の装置210百万円であります。 

 なお、当連結会計年度において絵画62百万円を売却いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 当社は、国内に本社と５ヶ所の事業所及び支店を有している他、厚生設備を設けております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．事業の種類別セグメントは、情報サービス単一であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員
数 

（人） 賃貸資産 
（千円） 

建物及び
構築物 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
（面積㎡） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都世田谷

区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 2,378 18,003 
－ 

(－) 
20,382 335 

東京イーストサイ

ドオフィス 

（東京都江東区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 8,171 1,273 
－ 

(－) 
9,445 131 

関西支店 

（大阪市北区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 2,295 1,336 
－ 

(－) 
3,631 64 

東海支店 

（名古屋市中区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 2,018 1,297 
－ 

(－) 
3,315 28 

九州支店 

（福岡市博多区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 2,222 517 
－ 

(－) 
2,740 29 

北海道支店 

（札幌市中央区） 

ソフトウェアの開発設

備 

販売及び管理業務の設

備 

－ 4,670 － 
－ 

(－) 
4,670 15 

その他 

（長野県茅野市

他） 

賃貸資産、研修、厚生

設備等 
207,355 － 6,800 

25,729 

(10,706) 
239,884 － 



(2）国内子会社 

 重要な設備はありません。 

 なお、事業の種類別セグメントは情報サービス単一であります。 

(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等（提出会社） 

 （注）１．事業の種類別セグメントは、情報サービス単一であります。 

２．金額には消費税等を含めておりません。 

３．完成後の増加能力については記載は困難なため、省略しております。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

名称 数量 リース期間 
年間リース
料（千円） 

リース契約
残高 
（千円） 

本社 

（東京都世田谷

区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年６月 

至 平成19年５月 
1,609 268 

東京イーストサイ

ドオフィス 

（東京都江東区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年６月 

至 平成20年５月 
247 288 

関西支店 

（大阪市北区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成14年６月 

至 平成19年９月 
297 148 

東海支店 

（名古屋市中区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成18年６月 

至 平成22年５月 
169 642 

九州支店 

（福岡市博多区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成15年３月 

至 平成20年２月 
1,028 942 

北海道支店 

（札幌市中央区） 

クライアント／サーバーシステム（所

有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

自 平成17年６月 

至 平成21年５月 
341 738 

事業所名 

（所在地）  
設備の内容 

投資予定額 

（千円）  

既支払額 

（千円）  
資金調達方法 着手年月日  完了年月日 

完成後の増加

能力 

本社 

（東京都渋谷区） 

ソフトウェアの開発設備 

販売及び管理業務の設備 
124,000 － 自己資金 平成19年５月 平成19年５月 （注）３ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 98,000,000 

計 98,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,051,832     同左  ジャスダック証券取引所 － 

計 26,051,832      同左   － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 平成12年６月29日開催の当社第31期定時株主総会におきまして、特別決議の承認を受け平成12年８月１日付け

にて欠損填補を目的として資本を減少いたしました。なお、その方法として、発行済株式総数及び１株の券面

金額の変更は行わず株金総額を超えて資本の額に組み入れられている3,499,006,400円を減資いたしました。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式7,542株は「個人その他」に７単元及び「単元未満株式の状況」に542株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年８月１日 － 26,051,832 △3,499,006 1,302,591 813,463 1,883,737 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  9 11 64 3 3 2,231 2,321 － 

所有株式数

（単元） 
－  790 79 797 13,977 3 10,386 26,032 19,832 

所有株式数の

割合（％） 
－  3.04 0.30 3.06 53.69 0.01 39.90 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式28,000株が含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エレクトロニック・データ・
システムズ・コーポレーショ
ン 

アメリカ合衆国テキサス州プレイノ市レガ
シー・ドライブ5400 

13,973 53.64 

安岡 彰一 東京都港区 837 3.22 

ジャパンシステム社員持株会 東京都世田谷区池尻２丁目31番24号 685 2.63 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 526 2.02 

日本マルチメディア株式会社 東京都港区西麻布１丁目２番12号 395 1.52 

佐々木 雄也 京都府京都市左京区 289 1.11 

倉持 卓司 埼玉県坂戸市 183 0.70 

大阪証券金融株式会社（業務
口） 

大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 135 0.52 

坂田 憲昭 北海道旭川市 125 0.48 

安岡 孝文 神奈川県横浜市緑区 124 0.48 

安岡 英理子 神奈川県横浜市緑区 124 0.48 

安岡 亜蘭 神奈川県横浜市緑区 124 0.48 

計 － 17,523 67.26

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       7,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,025,000 26,025 － 

単元未満株式 普通株式      19,832 － － 

発行済株式総数 26,051,832 － － 

総株主の議決権 － 26,025 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジャパンシステム

株式会社 

東京都世田谷区池

尻二丁目31番24号 
7,000 － 7,000 0.03 

計 － 7,000 －  7,000 0.03 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。   

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 1,800 496,800 

当期間における取得自己株式 900 224,100 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 7,542 － 8,442 － 



３【配当政策】 

 当社の利益配分の基本方針につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要政策として位置付けており、

今後とも効率的な業務運営による収益力の向上、財務体質の強化を図り、長期的な経営基盤の安定に努めるとともに

業績に応じた成果の配分を目指してまいります。 

 当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当を行うこと基本方針としております。 

 剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される企業間競争の激化に対処する競争力の維持強化及び新規事業や事業

活性化並びに財務体質の強化等に有効投資していく方針であります。 

 配当方針につきましては、事業基盤の強化及び将来の事業展開などを勘案のうえ、特別な事業投資の予定の場合を

除き、配当性向30％程度を目処といたします。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記基本方針に基づき平成19年６月28日開催の株主総会におい

て配当金の総額117百万円、１株につき4.5円の配当を実施することを決定いたしました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第36期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 340 305 
329 

※289 
430 396 

最低（円） 150 153 
200 

※185 
239 235 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 330 304 280 274 269 261 

最低（円） 245 257 252 254 250 250 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役社長

（代表取締

役） 

  知場 訓久 昭和32年８月24日生

昭和61年４月 株式会社ロネス入社 マーケテ

ィングマネージャー 

平成２年４月 同社常務取締役 

平成４年４月 朋栄株式会社入社 マネージン

グディレクター 

平成５年８月 ユニデン株式会社入社 

平成５年10月 香港ユニデン社長 

平成８年１月 バーンジャパン株式会社入社 

営業部長 

平成11年３月 スターリングソフトウェアアプ

リケーションズ株式会社入社 

営業本部長 

平成12年３月 ハイペリオン株式会社入社 営

業部長 

平成13年７月 ケーブル・アンド・ワイヤレス

ＩＤＣ株式会社入社 インター

ネット事業部門ＩＰ営業部長 

平成15年２月 日本テレコム株式会社入社 日

本テレコムネットワーク情報サ

ービス株式会社取締役（出向） 

平成15年10月 日本テレコムネットワーク情報

サービス株式会社代表取締役 

平成17年４月 日本テレコム株式会社執行役員

インターネット・データ事業本

部長 

平成17年６月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー入社 ディレクター

（現任） 

平成17年６月 当社常務取締役第二システム事

業部担当兼第三システム事業部

担当、ネットワーク推進部担

当、企画部担当 

平成18年４月 代表取締役社長（現任） 

（注）

２  
－ 

取締役 
人事総務本

部長  
磯野 勝彦 昭和19年４月24日生

昭和42年４月 高千穂交易株式会社入社 

昭和48年４月 高千穂バロース株式会社（現 

日本ユニシス株式会社）へ移籍 

平成元年10月 大京管理株式会社入社 企画部

次長 

平成３年７月 当社入社 総務部担当部長 

平成４年４月 理事・総務部長 

平成12年10月 理事・監査室長 

平成13年６月 理事・統括管理本部総務部長 

平成15年６月 統括管理本部人事総務部長 

平成17年６月 常勤監査役 

平成18年６月 執行役員人事総務本部長 

平成18年６月 ジェイ・エス・エンジニアリン

グ株式会社 代表取締役社長

（現任） 

平成19年１月 当社常務執行役員人事総務本部

長 

平成19年６月 取締役常務執行役員人事総務本

部長（現任） 

（注）

２  
15 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役  営業本部長 関 文明 昭和31年６月17日生

昭和54年４月 野村證券投資信託販売株式会社

（現 三菱ＵＦＪ証券株式会

社）入社 

昭和57年４月 トッパン・ムーアビジネスシス

テムズ株式会社入社 

平成６年10月 トッパンエムアンドアイ株式会

社転籍 取締役第一営業部長 

平成14年４月 同社執行役員第一営業本部長 

平成19年１月 当社入社 常務執行役員営業本

部長 

平成19年６月 取締役常務執行役員営業本部長

（現任） 

（注）

２  
－ 

取締役   信太克洋 昭和18年7月20日生 

昭和41年４月 株式会社鈴木組入社 

昭和49年５月 葵興業株式会社入社 

昭和61年６月 株式会社アゼガミ建築サービス

入社工事部長 

平成２年６月 同社常務取締役 

平成３年６月 同社専務取締役 

平成６年６月 同社代表取締役社長 

平成18年11月 株式会社望月工務店 顧問 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

（注）

２  
－ 

取締役  
ケリー ジュー

ルス パーセル 
昭和39年６月18日生

昭和62年11月 伊藤忠商事株式会社シドニー支

社入社 

平成５年11月 株式会社第一勧業銀行(現 株式

会社みずほ銀行)ロンドン支店

入行 

平成８年11月 ニュージーランドテレコム社

(ＴＣＮＺ)入社 シニア イン

ベストメント マネージャー 

平成11年12月 同社セールス部門 ゼネラル 

マネージャー 

平成12年８月 同社ビジネスデベロップメント

部門 ゼネラル マネージャー 

平成14年12月 テルストラ社入社 ビジネス 

アンド ガバメント・金融部門

 ゼネラル マネージャー 

平成16年８月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー（現 ＥＤＳジャパ

ン有限会社）代表取締役社長

（現任）         

平成17年６月 当社取締役（現任） 

（注）

２  
－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役   島田 嗣仁 昭和37年7月12日生 

昭和61年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年９月 デロイト・トウシュ・トーマツ

会計事務所入所 

平成８年９月 ＫＰＭＧ会計事務所入所 

平成14年３月 ＬＶＭＨファッショングループ

 ジャパン株式会社（現 ＬＶ

Ｊグループ株式会社）入社 管

理部ディレクター 

平成16年７月 日本ストライカー株式会社入社

 財務統括部ディレクター 

平成18年４月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー（現 ＥＤＳジャパ

ン有限会社）入社 財務管理本

部長 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

平成18年７月 イーディーエス・ジャパン・エ

ルエルシー（現 ＥＤＳジャパ

ン有限会社）入社 取締役財務

管理本部長（現任） 

（注）

２  
－ 

取締役  
ワン シュアン 

リャン 
昭和42年８月25日生

平成８年５月 タイコ・エレクトロニクス入社

 財務マネージャー 

平成12年８月 オーストラリア・コンセプト・

システムズ入社 財務責任者 

平成13年１月 エレクトロニック・データ・シ

ステムズ・コーポレーション入

社（オーストラリア） 

平成15年１月 同社新規ビジネス分析及び危機

管理担当財務部長（香港） 

平成17年４月 同社中国及び韓国担当ＣＦＯ

（香港） 

平成18年４月 同社アジア担当ＣＦＯ（中国）

（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

（注）

２  
－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役  
デイビッド エル

ドン ワート 
昭和37年11月15日生

昭和60年７月 エレクトロニック・データ・シ

ステムズ・コーポレーション入

社 ＧＭアカウント ＳＥ及び

プロジェクトマネージャー（米

国） 

昭和63年１月 同社ＧＭアカウント ＳＥスー

パーバイザー（米国） 

平成２年１月 同社ＧＭアカウント インフラ

担当マネージャー（米国） 

平成４年１月 同社ハイテク製造 ＳＥマネー

ジャー（米国） 

平成６年１月 同社ハイテク製造部門 事業開

発エグゼクティブ（米国） 

平成８年１月 同社ハイテク製造 事業開発デ

ィレクター（米国） 

平成11年１月 同社Ｅソリューションズ セー

ルスチームリーダー及びクライ

アント・セールス・エグゼクテ

ィブ（米国） 

平成12年１月 同社中国担当セールス及び事業

開発ヴァイスプレジデント（香

港） 

平成15年１月 同社アジア及び日本担当戦略営

業ヴァイスプレジデント兼韓国

担当クライアント・セールス・

エグゼクティブ（香港） 

平成16年１月 同社中国担当戦略営業及び事業

開発ヴァイスプレジデント（中

国） 

平成18年１月 同社アジア担当ＣＯＯ及びグロ

ーバル・セールス・ヴァイスプ

レジデント（中国）（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

（注）

２  
－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   佐藤 繁雄 昭和22年５月24日生

昭和52年12月 バローズ株式会社（現 日本ユ

ニシス株式会社）入社 

平成９年３月 東京通信ネットワーク株式会社

出向 

平成13年９月 同社入社法人営業部第11グルー

プマネージャー 

平成15年４月 東京通信ネットワーク株式会社

と株式会社パワードコムが合

併、株式会社パワードコム法人

営業第１部長 

平成16年10月 同社執行役員サービス・流通産

業営業本部長 

平成18年１月 株式会社パワードコムとＫＤＤ

Ｉ株式会社が合併、ＫＤＤＩ株

式会社ネットワークソリューシ

ョン国内営業本部電力営業部副

部長 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

（注）

３  
－ 

監査役   亀谷 二男 昭和19年４月１日生

昭和41年４月 三鷹市役所入庁 

昭和50年４月 同市企画部財政課主任 

昭和58年４月 同市企画部企画調整室主査・室

長補佐 

平成２年４月 同市健康福祉部高齢化対策室長 

平成６年４月 同市健康福祉部長 

平成９年４月 同市企画部長 

平成12年４月 同市三鷹市議会事務局長 

平成15年４月 中央大学経済学部客員講師（現

任） 

平成16年４月 東京都市町村職員研修所特別講

師（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

（注）

３ 
－ 

 



 （注）１. 監査役 佐藤繁雄、亀谷二男、浅田勇一の３名は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であります。 

    ２. 取締役の任期は、平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。 

    ３. 監査役の任期は、平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。 

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

５．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

 執行役員は、７名で、システム本部長 松木武司、営業本部長 関 文明、営業本部副本部長 本澤稔、

人事総務本部長 磯野 勝彦、人事総務本部副本部長 今野隆一、管理本部長 山城隆志、経営企画部長 

菊池精治で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   浅田 勇一 昭和19年４月22日生

昭和43年４月 トッパン・ムーア株式会社（現

 トッパン・フォームズ株式会

社）入社 

昭和52年５月 トッパン・マルチ・システムズ

株式会社移籍 

平成７年４月 サイノン・ジャパン株式会社代

表取締役社長 

平成９年12月 ビジネスオブジェクト推進協議

会（ＣＢＯＰ）事務局長 

平成10年６月 スターリング・ソフトウェア・

アプリケーション株式会社（現

 コンピュータ・アソシエイツ

株式会社）代表取締役社長 

平成12年７月 株式会社コンポーネント・ベー

ス・ソリューション代表取締役

社長 

平成15年５月 ＮＰＯ法人ＵＭＬモデリング推

進協議会事務局長（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

（注）

３  
－ 

計 15 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

有木 均 昭和23年５月７日生 

昭和48年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年８月 スリーコム株式会社入社 取締

役営業本部長 

平成６年８月 エイ・ディー・ネット株式会社

代表取締役社長 

平成15年11月 アイ・ビー・エス株式会社代表

取締役社長（現任） 

－



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 コーポレート・ガバナンスの重要性については、当社といたしましても充分に認識しており、経営の透明性・公正

性・迅速な意思決定の維持・向上に努め、企業の社会的責任を果たしていく所存であります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社の機関としては、会社の基本的事業の決定機関である取締役会において経営の基本方針・意思、法令で定

められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する機関と位置付けて原

則、毎月開催しております。一方、監査役制度を採用しており、監査役総数３名に対し、社外監査役を３名選任

しております。なお、社外取締役は選任しておりません。又、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離

し、取締役会のチェック機能を強化するため、執行役員制を適用し、執行役員会を毎月２回開催し、業務遂行上

の重要事項について決定を行っております。さらに、弁護士と顧問契約を締結し、必要に応じて法務面でのアド

バイスを受けております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

 各本部には業務執行責任者として執行役員を置き、日常の業務を遂行しております。又、代表取締役が執行役

員を監督することにより、本部内においても内部統制を図っております。さらに、コンプライアンスの推進につ

いて、実効性を確保するため、代表取締役社長を委員長とし、社外弁護士も参加するコンプライアンス・リスク

管理委員会を設置し、コンプライアンスを社内に定着させていくための仕組みを策定し、全社的なコンプライア

ンス推進体制の整備を図っております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、経営目的に照らし、一般業務の活動と制度を公正な立場で評価、指導する機能を持つ内部

監査室（1名）による監査を行っております。又、内部監査室は社長直轄の組織として、各本部から独立し的確

な内部監査を行う体制を整えております。 

 監査役については取締役会をはじめ重要会議に積極的に参加するとともに、監査役会を隔月開催し会計監査及

び業務監査に際して、公正な監査を行う体制を整えております。なお、内部監査室は内部監査の結果について、

監査役に報告するとともに、必要に応じて会合を持ち、情報の交換をすることとしております。 

 また、会計監査につきましても同様に、必要に応じて監査法人と意見交換の機会を設けており、連携体制を整

えております。 

④ 会計監査の状況 

 当社は、あずさ監査法人と会社法に基づく会計監査及び証券取引法に基づく会計監査の監査契約を締結してお

り、期末に集中することなく年間を通して適宜監査が実施され、当社からはあらゆる情報・データを提供し迅速

かつ正確な監査が実施し易い環境を整備しております。 

 なお、当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務の監査補助者の構成は以下のとおりで

あります。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名及び監査法人名 

 ・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 １名  会計士補等 ５名  その他 ２名 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社では社外監査役を３名選任しており、社外監査役につきましては、当社と人的関係、資本的関係、取引関

係その他の利害関係はありません。なお、当社では社外取締役が現在いないため特別な人的関係、資本的関係、

取引関係その他の利害関係はありません。 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

指定社員 業務執行社員 大塚敏弘 あずさ監査法人 

指定社員 業務執行社員 前野充次 あずさ監査法人 



(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、代表取締役社長を委員長とし、社外弁護士も参加するコンプライアンス・リスク管理

委員会を設置し、リスク管理の方針の決定、リスク管理に係るリスクの評価及びリスクの予防措置の検討等を行う

とともに、個別事案の検証を通じて、全社的なリスク管理体制の整備を図っております。又、情報セキュリティマ

ネジメントシステム（ＩＳＭＳ）推進等の専門委員会を設け、単独の部内にとどまらず全社を横断的に管理、指導

することにより、リスクの発生を抑制しております。なお、個人情報の取扱において、社内規定に基づき毎年、個

人情報保護の研修を行っております。又、ＩＳＭＳの認証取得も段階的に進めております。 

(3）役員報酬の内容 

 役員報酬の内容につきましては、次のとおりであります。 

① 社内取締役に対する報酬の内容は、平成３年６月27日開催の定時株主総会決議に基づく報酬の限度額250,000

千円の範囲内で支給しております。なお、不確定額の報酬、非金銭報酬はいずれも支給しておりません。又、

社外取締役に対する報酬は、当社では社外取締役が現在いないため支給しておりません。 

② 監査役に対する報酬の内容は、平成２年６月28日開催の定時株主総会決議に基づく報酬の限度額20,000千円の

範囲内で支給しております。 

(4）監査報酬の内容 

 当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の

金額は16,000千円であります。 

 上記以外の報酬の内容は、中間連結財務諸表及び連結財務諸表作成に関連する助言業務に係るものであり、報酬

金額は2,172千円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     2,704,414     1,585,814  

２．受取手形及び売掛金     1,303,271     1,790,846  

３．たな卸資産     1,230,357     1,088,206  

４．未収還付法人税等     －     108,791  

５．未収入金     73,616     68,664  

６．繰延税金資産     275,741     257,719  

７．その他     50,366     140,586  

 貸倒引当金     △11,000     △11,500  

流動資産合計     5,626,768 78.5   5,029,130 66.9 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産 ※１            

(1）賃貸資産     －     207,355  

(2）建物及び構築物     27,913     21,757  

(3）工具器具及び備品     78,920     29,020  

(4）土地     25,729     25,729  

有形固定資産合計     132,562 1.9   283,862 3.8 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     102,473     76,769  

(2）ソフトウェア仮勘定     3,526     －  

(3）その他     9,348     9,348  

無形固定資産合計     115,347 1.6   86,117 1.1 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     202,300     194,484  

(2）保証金     350,284     418,753  

(3）会員権     85,100     44,700  

(4）賃貸不動産     11,378     11,020  

(5）長期性預金     －     1,000,000  

(6）繰延税金資産     722,187     483,923  

 貸倒引当金     △77,900     △39,900  

投資その他の資産合計     1,293,350 18.0   2,112,982 28.1 

固定資産合計     1,541,261 21.5   2,482,962 33.1 

資産合計     7,168,029 100.0   7,512,092 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     872,348     758,736  

２．未払金     119,525     276,968  

３．未払費用     142,357     164,058  

４．未払法人税等     338,817     11,263  

５．未払消費税等     2,170     12,082  

６．前受金     361,350     388,986  

７．預り金     42,464     66,258  

８．賞与引当金     267,484     279,872  

９．役員賞与引当金     －     2,700  

10．本社移転費用引当金     －     99,246  

流動負債合計     2,146,518 30.0   2,060,174 27.4 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     890,601     896,614  

２．役員退職慰労引当金     52,648     －  

３．預り保証金     －     140,265  

４．その他     13,484     57,274  

固定負債合計     956,734 13.3   1,094,153 14.6 

負債合計     3,103,253 43.3   3,154,328 42.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   1,302,591 18.2   － － 

Ⅱ 資本剰余金     1,883,737 26.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金     848,698 11.8   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    31,761 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △2,012 △0.0   － － 

資本合計     4,064,776 56.7   － － 

負債及び資本合計     7,168,029 100.0   － － 

               

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     － －   1,302,591 17.3 

２．資本剰余金     － －   1,883,737 25.1 

３．利益剰余金     － －   1,146,432 15.3 

４．自己株式     － －   △2,509 △0.0 

株主資本合計     － －   4,330,252 57.6 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   27,511 0.4 

評価・換算差額等合計     － －   27,511 0.4 

純資産合計     － －   4,357,764 58.0 

負債純資産合計     － －   7,512,092 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     10,469,564 100.0   11,382,343 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,624,028 82.4   9,204,652 80.9 

売上総利益     1,845,536 17.6   2,177,690 19.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,216,231 11.6   1,348,729 11.8 

営業利益     629,304 6.0   828,961 7.3 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   148     4,976    

２．受取配当金   4,259     4,080    

３．受取賃貸料   89     －    

４．債務整理益   4,537     11,112    

５．受取手数料   2,905     2,739    

６．法人税等還付加算金   12     －    

７．その他   147 12,101 0.1 1,427 24,336 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．賃貸不動産減価償却費   375     357    

２．賃貸不動産管理維持費   254     250    

３．原状回復費   1,695     1,355    

４．古紙廃棄損   1,290     1,822    

５．その他   6 3,622 0.0 39 3,825 0.0 

経常利益     637,782 6.1   849,471 7.5 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   94 94 0.0 150 150 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※２ －     6,704    

２．固定資産除却損 ※３ 1,767     1,450    

３．固定資産撤去費   3,014     －    

４．固定資産臨時償却費 ※４ －     10,738    

５．本社移転費用引当金繰
入額 

  －     99,246    

６．減損損失 ※５ 129,330 134,111 1.3 － 118,140 1.0 

税金等調整前当期純利
益 

    503,765 4.8   731,481 6.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  327,301     56,372    

法人税等調整額   △106,671 220,630 2.1 259,190 315,562 2.8 

当期純利益     283,135 2.7   415,918 3.7 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,883,737 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     1,883,737 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     651,701 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   283,135 283,135 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   78,138  

２．役員賞与   8,000 86,138 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     848,698 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,302,591 1,883,737 848,698 △2,012 4,033,014 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △104,184   △104,184 

役員賞与（注）     △14,000   △14,000 

当期純利益     415,918   415,918 

自己株式の取得       △496 △496 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － 297,734 △496 297,237 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,302,591 1,883,737 1,146,432 △2,509 4,330,252 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 31,761 31,761 4,064,776 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   － △104,184 

役員賞与（注）   － △14,000 

当期純利益   － 415,918 

自己株式の取得   － △496 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△4,249 △4,249 △4,249 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△4,249 △4,249 292,987 

平成19年３月31日 残高（千円） 27,511 27,511 4,357,764 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利
益 

  503,765 731,481 

減価償却費   10,058 15,893 

無形固定資産償却額   107,889 58,058 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  △15,226 12,388 

役員賞与引当金の増加
額 

  － 2,700 

本社移転引当金の増加
額 

  － 99,246 

退職給付引当金の増加
額 

  50,194 6,013 

役員退職慰労引当金の
減少額 

  △4,190 △5,487 

貸倒引当金の増加額   9,700 500 

受取利息及び受取配当
金 

  △4,408 △9,057 

固定資産除却損   1,767 1,450 

固定資産売却損   － 6,704 

固定資産臨時償却費   － 10,738 

減損損失   129,330 － 

投資有価証券売却益   △94 △150 

売上債権の減少額（△
増加額） 

  522,103 △487,574 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △361,122 142,151 

仕入債務の増加額（△
減少額） 

  309,652 △113,611 

未払金の増加額   34,199 157,442 

前受金の増加額   6,043 27,635 

預り金の増加額   376 23,793 

預り保証金の増加額   － 140,265 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

  △61,628 9,912 

その他   △23,163 △69,803 

役員賞与の支払額   △8,000 △14,000 

小計   1,207,248 746,691 

利息及び配当金の受取
額 

  4,408 9,057 

法人税等の支払額   △10,626 △489,852 

法人税等の還付額   2 － 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  1,201,032 265,895 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  － △1,000,000 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △6,314 △6,338 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  290 7,150 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △5,264 △240,761 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  － 55,295 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △31,287 △29,090 

敷金及び保証金の差し
入れによる支出 

  △11,409 △73,252 

敷金及び保証金の返還
による収入 

  14,609 4,783 

その他   2,400 2,400 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △36,977 △1,279,814 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

自己株式の取得による
支出 

  － △496 

配当金の支払額   △78,138 △104,184 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △78,138 △104,681 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

  1,085,917 △1,118,599 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  1,618,497 2,704,414 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 2,704,414 1,585,814 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

ジェイ・エス・エンジニアリング㈱ 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

  ロ たな卸資産 

商品 

ロ たな卸資産 

商品 

   当社及び連結子会社は総平均法に

よる原価法を採用しております。 

同左 

  仕掛品 仕掛品 

   当社及び連結子会社は個別法によ

る原価法を採用しております。 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産及び賃貸不動産 

 当社及び連結子会社は定率法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  ３～22年 

工具器具及び備品 ４～15年 

賃貸不動産      47年 

イ 有形固定資産及び賃貸不動産 

 当社及び連結子会社は定率法を採用

しております。 

 ただし、賃貸資産については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

賃貸資産       ５年 

建物及び構築物  ３～15年 

工具器具及び備品 ４～15年 

賃貸不動産      47年 

  ロ 無形固定資産 

 当社及び連結子会社は定額法を採用

しております。 

 なお、ソフトウェアの減価償却の方

法は次のとおりです。 

 市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と

残存有効期間（３年以内）に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を償却する方法を採用しておりま

す。 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売掛金等債権の貸倒れによる損失に

備えるため、当社及び連結子会社は一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従業員賞与の

支給に充てるため、支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ      ―――――― ハ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当連結会

計年度における支給見込額を計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 この変更による連結財務諸表に与え

る影響は軽微であります。 

  ニ      ―――――― ニ 本社移転費用引当金 

 本社移転に伴い発生する損失に備え

るため、発生の可能性が高いと見込ま

れる金額について計上しております。 

（追加情報） 

 この本社移転費用引当金は、本社の

移転に伴い平成19年度に現本社ビルの

賃借を解約することが当連結会計年度

に確定し、移転損失の合理的な見積り

が可能になったことにより計上したも

のであります。 

  ホ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

ホ 退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ヘ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 連結子会社については、計上してお

りません。 

ヘ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく所要額を計上

しておりましたが平成18年６月29日の

定時株主総会の日をもって役員退職慰

労金制度を廃止いたしました。 

 なお、当該総会までの期間に対応す

る役員退職慰労金相当額は、固定負債

の「その他」に47,161千円計上してお

ります。 

 連結子会社については、計上してお

りません。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び連結子会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

―――――― 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税金等調整前当

期純利益は129,330千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

4,357,764千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は140,348千円であ

ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は157,825千円であ

ります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式26,051,832株

であります。 

※２        ―――――― 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 

※３        ―――――― 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売促進費 71,579千円 

役員報酬 80,641千円 

役員退職慰労引当金繰入額 10,031千円 

給料手当・賞与 524,581千円 

賞与引当金繰入額 40,892千円 

退職給付費用 34,751千円 

福利厚生費 69,613千円 

地代家賃 81,252千円 

貸倒引当金繰入額 9,700千円 

販売促進費 73,499千円 

役員報酬 62,376千円 

役員退職慰労引当金繰入額 10,133千円 

給料手当・賞与 577,679千円 

賞与引当金繰入額 44,089千円 

役員賞与引当金繰入額  2,700千円 

退職給付費用 20,257千円 

福利厚生費 86,963千円 

地代家賃 74,258千円 

貸倒引当金繰入額 500千円 

※２        ―――――― ※２ 「固定資産売却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

  工具器具及び備品 6,704千円 

※３ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

※３ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物 1,675千円 

工具器具及び備品 91千円 

工具器具及び備品 1,188千円 

ソフトウェア 262千円 

※４        ―――――― ※４ 「固定資産臨時償却費」の内訳は次のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 10,014千円 

工具器具及び備品 724千円 

  上記固定資産臨時償却費は、本社移転に伴い計上

しております。 

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

当社グループは、事業用資産を継続的に収支の把

握を行っている管理会計上の単位である事業部別に

グルーピングしております。 

また、売却予定資産については、個別物件をグル

ーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定し

ております。 

この結果、当連結会計年度においては、評価額が

下落している上記売却予定資産（絵画）について、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（129,330千円）として特別損失に計上して

おります。 

その内訳は、工具器具及び備品129,330千円であり

ます。  

なお、売却予定資産についての回収可能価額は、

正味売却可能価額により測定しており、売買仲介業

者等の評価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

 本社  売却予定資産  工具器具及び備品 

※５        ―――――― 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,800株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数 

当連結会計年度増
加株式数 

当連結会計年度減
少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

発行済株式        

普通株式 26,051,832 － － 26,051,832 

合計 26,051,832 － － 26,051,832 

自己株式        

普通株式 5,742 1,800 － 7,542 

合計 5,742 1,800 － 7,542 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 104,184 4 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 117,199 利益剰余金 4.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,704,414千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 2,704,414千円 

現金及び預金勘定 1,585,814千円 

投資その他の資産に計上されてい

る「長期性預金」 
1,000,000千円 

  計 2,585,814千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
△1,000,000千円 

現金及び現金同等物 1,585,814千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

19,543 10,318 9,224 

合計 19,543 10,318 9,224 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

23,304 15,584 7,719 

合計 23,304 15,584 7,719 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,677千円 

１年超 4,686千円 

合計 9,363千円 

１年内 4,245千円 

１年超 3,584千円 

合計 7,830千円 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期

末残高相当額は以下のとおりです。 

  １年内 751,897千円 

１年超 1,660,483千円 

合計 2,412,380千円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 4,790千円 

減価償却費相当額 4,638千円 

支払利息相当額 183千円 

支払リース料 5,430千円 

減価償却費相当額 5,265千円 

支払利息相当額 137千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― ２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  （貸主側） 

  (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高 

 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却
累計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具及び
備品 

210,870 3,514 207,355 

合計 210,870 3,514 207,355 

  (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 34,680千円 

１年超 173,449千円 

合計 208,129千円 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末

残高相当額は以下のとおりです。 

  １年内 737,588千円 

１年超 1,688,712千円 

合計 2,426,300千円 

  (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

  受取リース料 4,455千円 

減価償却費 3,514千円 

受取利息相当額 1,714千円 

  (4）利息相当額の算定方法 

   利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 61,180 114,650 53,470 67,518 113,834 46,315 

小計 61,180 114,650 53,470 67,518 113,834 46,315 

合計 61,180 114,650 53,470 67,518 113,834 46,315 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるものの減損にあたりま

しては、連結会計年度末における時価が取得原価に比

べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回

復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。 

なお、当連結会計年度において減損処理された株式

はありません。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 
売却額（千円） 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

290 94 － 7,150 150 － 

 
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 87,650 80,650 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、退職一時金制度と規約型確定給付企業年金制度を併用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）１．当社及び連結子会社は、平成17年７月より退職金規程を改定すると共にキャッシュ・バランスプランを導入

したことに伴い、未認識過去勤務債務が248,065千円発生しております。 

２．連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しております。 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

① 退職給付債務（千円） △1,260,286 △1,363,558 

② 年金資産（千円） 482,505 530,391 

③ 未積立退職給付債務（千円）①＋② △777,780 △833,167 

④ 未認識数理計算上の差異（千円） 144,767 125,835 

⑤ 
未認識過去勤務債務（債務の減額） 

（千円） 
△257,588 △189,282 

⑥ 
連結貸借対照表計上額純額（千円） 

③＋④＋⑤ 
△890,601 △896,614 

⑦ 前払年金費用（千円） － － 

⑧ 退職給付引当金（千円）⑥－⑦ △890,601 △896,614 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

 

① 勤務費用（千円）   86,027     76,545  

② 利息費用（千円）   29,635     25,169  

③ 期待運用収益（減算）（千円）   △3,777     △9,650  

④ 数理計算上の差異の費用処理額 

（千円） 
  118,340     82,820  

⑤ 過去勤務債務の費用処理額（千円）   △55,903     △68,306  

⑥ その他（臨時に支払った割増退職金等） 

（千円） 
  24,643     3,810  

⑦ 退職給付費用（千円） 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥ 
  198,965     110,389  



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当連結グループはストック・オプション、自社株式オプションまたは自社の株式を交付しておらず、該当事項

はありません。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

① 割引率（％） 2.00 2.00 

② 期待運用収益率（％） 1.00 2.00 

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

④ 過去勤務債務の額の処理年数（年） ５ ５ 

  （発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により費用を減額処理し

ております。） 

同左 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数（年）  ５ ５ 

  （各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 283,746

有価証券評価損否認 23,865

賞与引当金損金算入限度超過額 108,598

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 27,019

退職給付引当金超過額 361,584

その他 172,706

繰延税金資産小計 1,019,637

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 1,019,637

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △21,708

繰延税金負債合計 △21,708

繰延税金資産の純額 997,928

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 49,086

有価証券評価損否認 18,043

賞与引当金損金算入限度超過額 113,628

会員権評価損否認 24,254

退職給付引当金超過額 364,025

本社移転費用引当金否認 40,294

その他 149,404

繰延税金資産小計 758,735

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 758,735

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △12,981

未収事業税否認 △4,111

繰延税金負債合計 △17,092

繰延税金資産の純額 741,643

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

（単位：千円） （単位：千円） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

流動資産―繰延税金資産 275,741

固定資産―繰延税金資産 722,187

流動資産―繰延税金資産 257,719

固定資産―繰延税金資産 483,923

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

住民税均等割 2.0

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

住民税均等割 1.4

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.2



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 当連結グループはソフトウェア開発及びこれに関連するコンピュータ機器等の販売の情報サービス事業を展開

しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 重要な取引がないため記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 155円52銭 

１株当たり当期純利益 10円33銭 

１株当たり純資産額 167円32銭 

１株当たり当期純利益 15円97銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 同左 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（千円） 283,135 415,918 

普通株主に帰属しない金額（千円） 14,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (14,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 269,135 415,918 

期中平均株式数（千株） 26,046 26,045 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。  同左 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     2,664,588     1,532,292  

２．売掛金     1,287,939     1,781,365  

３．商品     57,174     63,865  

４．仕掛品     944,637     1,024,841  

５．前払費用     35,354     30,123  

６．未収入金     73,616     68,664  

７．未収還付法人税等     －     108,791  

８．繰延税金資産     273,856     256,277  

９．その他     6,172     110,052  

   貸倒引当金     △11,000     △11,500  

流動資産合計     5,332,339 77.3   4,964,775 66.4 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産 ※１            

１．賃貸資産     －     207,355  

２．建物     27,913     21,757  

３．工具器具及び備品     79,078     29,228  

４．土地     25,729     25,729  

（有形固定資産合計）     132,721 1.9   284,070 3.8 

(2）無形固定資産              

１．電話加入権     9,348     9,348  

２．ソフトウェア     102,146     76,769  

３．ソフトウェア仮勘定     3,526     －  

（無形固定資産合計）     115,020 1.7   86,117 1.2 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     202,300     194,484  

２．関係会社株式     30,000     30,950  

３．保証金     350,284     418,753  

４．会員権     85,100     44,700  

５．賃貸不動産 ※２   11,378     11,020  

６．長期性預金     －     1,000,000  

７．繰延税金資産     721,453     483,681  

   貸倒引当金     △77,900     △39,900  

（投資その他の資産合計）     1,322,616 19.1   2,143,690 28.7 

固定資産合計     1,570,358 22.7   2,513,878 33.6 

資産合計     6,902,698 100.0   7,478,653 100.0 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     624,018     753,787  

２．未払金     119,596     273,464  

３．未払費用     141,360     162,475  

４．未払法人税等     337,486     9,384  

５．未払消費税等     2,170     10,063  

６．前受金     361,287     388,986  

７．預り金     41,711     65,590  

８．賞与引当金     264,939     278,672  

９．役員賞与引当金     －     2,700  

10．本社移転費用引当金     －     98,746  

流動負債合計     1,892,570 27.5   2,043,871 27.4 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     888,792     896,271  

２．役員退職慰労引当金     52,648     －  

３．預り保証金     －     140,265  

４．その他     13,484     57,274  

固定負債合計     954,925 13.8   1,093,811 14.6 

負債合計     2,847,496 41.3   3,137,682 42.0 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   1,302,591 18.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金     1,883,737     －  

資本剰余金合計     1,883,737 27.3   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．当期未処分利益     839,123     －  

利益剰余金合計     839,123 12.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    31,761 0.4   － － 

Ⅴ 自己株式 ※４   △2,012 △0.0   － － 

資本合計     4,055,201 58.7   － － 

負債及び資本合計     6,902,698 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,302,591 17.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,883,737     

資本剰余金合計      － －   1,883,737 25.2 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     1,129,639     

利益剰余金合計      － －   1,129,639 15.1 

４．自己株式     － －   △2,509 △0.0 

株主資本合計      － －   4,313,458 57.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   27,511 0.3 

評価・換算差額等合計      － －   27,511 0.3 

純資産合計      － －   4,340,970 58.0 

負債純資産合計      － －   7,478,653 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．ソフトウェア開発収入   7,929,348     9,198,452    

２．商品売上高   2,397,895 10,327,243 100.0 2,110,597 11,309,050 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．ソフトウェア売上原価   6,344,953     7,343,247    

２．商品売上原価   2,150,756 8,495,710 82.3 1,808,093 9,151,341 80.9 

売上総利益     1,831,533 17.7   2,157,708 19.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売促進費   82,740     79,302    

２．貸倒引当金繰入額   9,700     500    

３．役員賞与引当金繰入額   －     2,700    

４．役員報酬   79,139     62,376    

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

  10,031     10,133    

６．給料手当・賞与   513,847     569,807    

７．賞与引当金繰入額   40,052     43,593    

８．退職給付費用   34,751     20,275    

９．福利厚生費   68,283     86,017    

10．交際費   15,146     22,480    

11．旅費交通費   42,076     52,377    

12．通信費   8,688     13,008    

13．教育訓練費   14,460     18,918    

14．採用費   7,825     20,769    

15．租税公課   39,888     37,147    

16．減価償却費   2,539     6,734    

17．地代家賃   79,097     72,102    

18．事務費   10,139     10,573    

19．支払手数料   84,104     64,213    

20．消耗品費   －     74,510    

21．その他   65,554 1,208,067 11.7 71,651 1,339,195 11.8 

営業利益     623,466 6.0   818,512 7.2 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   123     4,967    

２．受取配当金   4,259     4,080    

３．債務整理益   4,537     11,112    

４．受取賃貸料   89     －    

５．受取手数料   2,905     2,739    

６．法人税等還付加算金   2     －    

７．雑収入   147 12,065 0.1 57 22,956 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１．賃貸不動産減価償却費   375     357    

２．賃貸不動産管理維持費   254     250    

３．原状回復費   1,695     1,355    

４．古紙廃棄損   1,290     1,822    

５．その他   6 3,622 0.0 39 3,825 0.0 

経常利益     631,909 6.1   837,643 7.4 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   94 94 0.0 150 150 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※１ －     6,704    

２．固定資産除却損 ※２ 1,767     1,188    

３．固定資産撤去費   3,014     －    

４．減損損失 ※３ 129,330     －    

５．固定資産臨時償却費 ※４ －     10,738    

６．本社移転費用引当金繰
入額 

  － 134,111 1.3 98,746 117,378 1.0 

税引前当期純利益     497,891 4.8   720,415 6.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  325,237     53,460    

法人税等調整額   △106,616 218,621 2.1 258,254 311,715 2.8 

当期純利益     279,270 2.7   408,699 3.6 

前期繰越利益     559,852     －  

当期未処分利益     839,123     －  

               



ソフトウェア売上原価明細書及び商品売上原価明細書 

１．ソフトウェア売上原価明細書 

２．商品売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．労務費 ※２ 3,588,876 54.4 3,603,974 48.0 

２．外注費   2,501,888 37.9 2,520,816 33.6 

３．経費 ※３ 509,661 7.7 1,386,929 18.4 

当期総製造費用   6,600,426 100.0 7,511,720 100.0 

期首仕掛品たな卸高   792,666   944,637  

合計   7,393,093   8,456,358  

期末仕掛品たな卸高   944,637   1,024,841  

他勘定振替払出高 ※４ 103,502   88,268  

当期ソフトウェア売上
原価 

  6,344,953   7,343,247  

           

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．期首商品たな卸高   77,795 3.5 57,174 3.1 

２．当期商品仕入高   2,130,135 96.5 1,814,784 96.9 

合計   2,207,930 100.0 1,871,959 100.0 

３．期末商品たな卸高   57,174   63,865  

当期商品売上原価   2,150,756   1,808,093  

           



 （脚注） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １ 原価計算の方法  １ 原価計算の方法 

 個別原価計算を実施しております。 同左 

※２ 労務費には次の費目が含まれております。 ※２ 労務費には次の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 224,886千円 賞与引当金繰入額 235,078千円 

退職給付費用 163,086千円 退職給付費用 89,195千円 

※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

地代家賃 142,201千円 地代家賃 148,300千円 

旅費交通費 87,727千円 旅費交通費 63,017千円 

減価償却費 7,098千円 減価償却費 8,775千円 

機器賃借料 28,952千円 機器賃借料 20,126千円 

※４ 他勘定振替払出高の内訳は次のとおりでありま
す。 

※４ 他勘定振替払出高の内訳は次のとおりでありま
す。 

販売促進費 67,528千円

教育訓練費 10,668千円

事務合理化費 374千円

採用費 95千円

ソフトウェア 21,308千円

ソフトウェア仮勘定 3,526千円

計  103,502千円

販売促進費 51,585千円

教育訓練費 11,150千円

事務合理化費 103千円

採用費 909千円

修繕費 9,629千円

ソフトウェア 14,890千円

計  88,268千円



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    839,123 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  104,184   

２．役員賞与金 
（うち監査役分） 

 
14,000 
(2,000) 

118,184 
  

Ⅲ 次期繰越利益    720,939 

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

その他利益剰
余金 

利益剰余金合
計 

繰越利益剰余
金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,302,591 1,883,737 1,883,737 839,123 839,123 △2,012 4,023,440 

事業年度中の変動額              

剰余金の配当（注）     － △104,184 △104,184   △104,184 

役員賞与（注）     － △14,000 △14,000   △14,000 

当期純利益     － 408,699 408,699   408,699 

自己株式の取得     －   － △496 △496 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

    －   －   － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 290,515 290,515 △496 290,018 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,302,591 1,883,737 1,883,737 1,129,639 1,129,639 △2,509 4,313,458 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

31,761 31,761 4,055,201 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   － △104,184 

役員賞与（注）   － △14,000 

当期純利益   － 408,699 

自己株式の取得   － △496 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△4,249 △4,249 △4,249 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△4,249 △4,249 285,769 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

27,511 27,511 4,340,970 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(1）商品 

同左 

  (2）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        ３～22年 

工具器具及び備品  ４～15年 

賃貸不動産       47年 

(1）有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、賃貸資産については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

賃貸資産       ５年 

建物及び構築物  ３～15年 

工具器具及び備品 ４～15年 

賃貸不動産      47年 

  (2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込販売収益に基づく償却額と

残存有効期間（３年以内）に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を償却する方法を採用しておりま

す。 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛金等債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち当期期間対応額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）     ―――――― (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 この変更による財務諸表に与える影

響は軽微であります。 

  (4）     ―――――― (4）本社移転費用引当金 

 本社移転に伴い発生する損失に備え

るため、発生の可能性が高いと見込ま

れる金額について計上しております。 

（追加情報） 

 この本社移転費用引当金は、本社の

移転に伴い平成19年度に現本社ビルの

賃借を解約することが当事業年度に確

定し、移転損失の合理的な見積りが可

能になったことにより計上したもので

あります。 

  (5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用を

減額処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(5）退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく所要額を計上

しておりましたが平成18年６月29日の

定時株主総会の日をもって役員退職慰

労金制度を廃止いたしました。 

 なお、当該総会までの期間に対応す

る役員退職慰労金相当額は、固定負債

の「その他」に47,161千円計上してお

ります。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引前当期純利益は

129,330千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

4,340,970千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― （損益計算書） 

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「消耗品費」は、販売費

及び一般管理費の100分の５を超えたため区分掲記して

おります。 

なお、前事業年度における「消耗品費」の金額は、

16,359千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額 

※１ 有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額 

建物 96,243千円 

工具器具及び備品 43,957千円 

計 140,200千円 

賃貸資産 3,514千円 

建物 111,290千円 

工具器具及び備品 42,847千円 

計 157,652千円 

※２ 賃貸不動産の取得価額から控除した減価償却累計

額 

※２ 賃貸不動産の取得価額から控除した減価償却累計

額 

建物 11,217千円 建物 11,575千円 

※３ 授権株式数  普通株式 98,000,000株 

  発行済株式数 普通株式 26,051,832株 

※３         ――――――    

       

※４ 自己株式 ※４        ―――――― 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式5,742株

であります。 

  

 ５ 配当制限  ５        ―――――― 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は31,761千円

であります。 

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 増加株式数1,800株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１        ―――――― ※１ 「固定資産売却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

  工具器具及び備品 6,704千円 

※２ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 「固定資産除却損」の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物 1,675千円 

工具器具及び備品 91千円 

工具器具及び備品 1,188千円 

※３ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

当社は、事業用資産を継続的に収支の把握を行っ

ている管理会計上の単位である事業部別にグルーピ

ングしております。 

また、売却予定資産については、個別物件をグル

ーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定し

ております。 

この結果、当事業年度においては、評価額が下落

している上記売却予定資産（絵画）について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（129,330千円）として特別損失に計上しており

ます。 

その内訳は、工具器具及び備品129,330千円であり

ます。  

なお、売却予定資産についての回収可能価額は、

正味売却可能価額により測定しており、売買仲介業

者等の評価額に基づき算定しております。 

場所 用途 種類 

 本社  売却予定資産  工具器具及び備品 

※３        ―――――― 

※４        ―――――― ※４ 「固定資産臨時償却費」の内訳は次のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 10,014千円 

工具器具及び備品 724千円 

  上記固定資産臨時償却費は、本社移転に伴い計上

しております。 

 
前事業年度末株式
数 

当事業年度増加株
式数 

当事業年度減少株
式数 

当事業年度末株式
数 

普通株式 5,742 1,800 － 7,542 

合計 5,742 1,800 － 7,542 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

19,543 10,318 9,224 

合計 19,543 10,318 9,224 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

23,304 15,584 7,719 

合計 23,304 15,584 7,719 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,677千円 

１年超 4,686千円 

合計 9,363千円 

１年内 4,245千円 

１年超 3,584千円 

合計 7,830千円 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期

末残高相当額は以下のとおりです。 

  １年内 751,897千円 

１年超 1,660,483千円 

合計 2,412,380千円 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 4,790千円 

減価償却費相当額 4,638千円 

支払利息相当額 183千円 

支払リース料 5,430千円 

減価償却費相当額 5,265千円 

支払利息相当額 137千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 

 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年

３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――― ２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  （貸主側） 

  (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高 

 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却
累計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具及び
備品 

210,870 3,514 207,355 

合計 210,870 3,514 207,355 

  (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 34,680千円 

１年超 173,449千円 

合計 208,129千円 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末

残高相当額は以下のとおりです。 

  １年内 737,588千円 

１年超 1,688,712千円 

合計 2,426,300千円 

  (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

  受取リース料 4,455千円 

減価償却費 3,514千円 

受取利息相当額 1,714千円 

   
   
  (4）利息相当額の算定方法 

   利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 当事業年度（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 283,746

有価証券評価損否認 23,865

賞与引当金損金算入限度超過額 107,565

会員権評価損否認 42,116

未払事業税否認 26,880

退職給付引当金超過額 360,849

その他 171,994

繰延税金資産小計 1,017,018

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 1,017,018

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △21,708

繰延税金負債合計 △21,708

繰延税金資産の純額 995,309

繰延税金資産  

固定資産評価損否認 49,086

有価証券評価損否認 18,043

賞与引当金損金算入限度超過額 113,141

会員権評価損否認 24,254

退職給付引当金超過額 363,886

本社移転費用引当金否認 40,091

その他 148,549

繰延税金資産小計 757,052

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 757,052

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △12,981

未収事業税否認 △4,111

繰延税金負債合計 △17,092

繰延税金資産の純額 739,959

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 当事業年度（平成19年３月31日現在） 

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2

住民税均等割 2.0

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

住民税均等割 1.4

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 155円16銭 

１株当たり当期純利益 10円18銭 

１株当たり純資産額 166円68銭 

１株当たり当期純利益 15円69銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（千円） 279,270 408,699 

普通株主に帰属しない金額（千円） 14,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (14,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 265,270 408,699 

期中平均株式数（千株） 26,046 26,045 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．賃貸資産の増加は、賃貸用のディスプレイ装置の取得によるものであります。 

        ２．ソフトウエアの増加は、社内使用目的ソウフトウエアの完成・運用開始によるものであります。 

        ３．工具器具及び備品の当期減少額のうち、62,000千円は売却によるものであります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱エヌ・ジェー・ケー 8,000 3,200 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 50 29,950 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 125 27,250 

ＦＳＡ富士通持株会 66,069 51,864 

富士通㈱ 2,000 1,570 

ジャパンネットワークシステム㈱ 800 80,000 

財形住宅金融㈱ 2 400 

㈱ＷＩＮＧ 2 250 

計 77,048 194,484 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

賃貸資産 － 210,870 － 210,870 3,514 3,514 207,355 

建物 124,157 8,891 － 133,048 111,290 15,047 21,757 

 工具器具及び備品 123,036 21,024 71,985 72,075 42,847 7,686 29,228 

 土地 25,729 － － 25,729 － － 25,729 

 有形固定資産計 272,922 240,785 71,985 441,722 157,652 26,248 284,070 

無形固定資産              

電話加入権 9,348 － － 9,348 － － 9,348 

ソフトウェア 369,141 32,616 － 401,757 324,988 57,994 76,769 

ソフトウェア仮勘定 3,526 14,890 18,416 － － － － 

無形固定資産計 382,015 47,507 18,416 411,105 324,988 57,994 86,117 



【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額140千円であります。 

        ２．役員退職慰労引当金の当期減少額（その他）は、役員退職慰労金制度の廃止による固定負債「その他」への

振替額47,161千円であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 88,900 640 38,000 140 51,400 

賞与引当金 264,939 278,672 264,939 － 278,672 

役員賞与引当金 － 2,700 － － 2,700 

本社移転費用引当金 － 98,746 － － 98,746 

役員退職慰労引当金 52,648 10,133 15,621 47,161 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

イ）相手先別内訳 

ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜き方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれておりま

す。 

区分 金額（千円） 

現金 239 

預金の種類  

当座預金 635,444 

普通預金 895,280 

その他の預金 1,327 

小計 1,532,053 

合計 1,532,292 

得意先 金額（千円） 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 261,068 

富士通㈱ 253,100 

㈱IMAGICAデジックス 185,441 

ヒロセ電機㈱ 117,774 

エヌ・ティ・ティ・データ・ソリューション㈱ 96,011 

その他 867,969 

合計 1,781,365 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

1,287,939 11,874,501 11,381,075 1,781,365 86.5 47.2 



３）商品 

４）仕掛品 

５）保証金 

６）長期性預金 

７）繰延税金資産 

 ２．財務諸表等(1）財務諸表  注記事項（税効果会計関係）に記載のとおりであります。 

品名 金額（千円） 

コンピュータ機器等 63,865 

合計 63,865 

品名 金額（千円） 

ソフトウェア開発  

アプリケーションソフトウェア 728,693 

パッケージソフトウェア 296,148 

合計 1,024,841 

支払先名 金額（千円） 

㈱東急レクリエーション（事務所賃借敷金、保証金） 192,934 

富士通㈱（営業取引保証金） 85,260 

東京海上日動ファシリティーズ㈱ 

（事務所賃借敷金、保証金） 
64,857 

㈱イシマ（事務所賃借敷金、保証金） 38,507 

清和総合建物㈱（事務所賃借敷金、保証金） 8,415 

その他 28,776 

合計 418,753 

区分 金額（千円） 

期日前解約特約付定期預金 

（満期日平成21年９月25日） 
1,000,000 

合計 1,000,000 



② 負債の部 

１）買掛金 

２）前受金 

３）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

仕入先 金額（千円） 

日本ユニシス㈱ 236,250 

㈱両備システムズ 41,631 

富士通㈱ 41,017 

㈱エクセレントムーブジャパン 35,350 

㈱ソフトウエアトゥー 26,008 

その他 373,530 

合計 753,787 

区分 金額（千円） 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 231,381 

NTTファイナンス㈱ 52,592 

ふじみ野市役所 22,661 

センチュリー・リーシング・システム㈱ 21,221 

立川市役所 13,398 

その他 47,731 

合計 388,986 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 1,363,216 

年金資産 △530,391 

未認識数理計算上の差異 △125,835 

未認識過去勤務債務の処理額 189,282 

合計 896,271 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成19年６月28日開催の第38期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度が次のとおりとな

りました。 

      １．事業年度        １月１日から12月31日まで  

      ２．定時株主総会      ３月中 

      ３．基準日         12月31日 

      ４．剰余金の配当の基準日  ６月30日、12月31日 

     なお、第39期事業年度については、平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月となります。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることが

できない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞

に掲載する方法により行う。 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第37期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第38期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月21日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

ジャパンシステム株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパン

システム株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パンシステム株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

ジャパンシステム株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンシステム株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャ

パンシステム株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

ジャパンシステム株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパン

システム株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

システム株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

ジャパンシステム株式会社    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 前野 充次  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ンシステム株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパン

システム株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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